
社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会  

作業班における検討状況について  

※検討を進めるため、一定の仮定の下に検討を行っているものであり、   

結論を得ているものではない。  

虹理麺  こおける検討の枠組みについて   

作業班において「社会保障カード（仮称）の基本的な構想に関する報告書（以  

下、本文中では「報告書」という）」に掲げられた論点について検討を行うに当  

たり、   

①カードをどのように発行  交付するか  

うに利用するか  交付されたカードをどのよ   ②発行  

という2つの事項のうち、まずは（∋について重点的に議論を行ったところであ  

り、この検討状況をご報告する。  

2．カード発行・交付の前提として検討を行った事項について  

（1）カードの発行主体について   

現在の年金手帳、健康保険証、介護保険証は年金・医療・介護の各制度の保   

険者から発行されているが、これらの保険者は、制度により、国、市町村、健   

康保険組合等と異なっている。   

そのため、年金手帳、健康保険証、介護保険証といった各制度にまたがる機   

能を持つ社会保障カード（仮称）の運営責任を有する発行主体については、室  

金型獲り調整に関すること、医療保険制度の調整に関すること、介護保険事業   

に関することを行うとされている厚生労働省の長である厚生労働大臣とし、こ  

れに各制度の保険者が健康保険証等の発行を委任すると仮定して検討を行った。  

（2）カードの交付主体（交付事務取扱者トについて   

カードの交付事務を取り扱う主体については、報告書において「厳格な本人  

確認を行う必要性」「カード受け取り時・紛失時等における利用者の利便性」「費  

用対効果」等を踏まえる必要があるとし、「市町村」「医療保険者」「年金保険者  

たる国」の3つの選択肢が示されているところである。  

これらの選択肢については現在詳細な検討を行っているところであるが、   

①住民基本台帳カード・公的個人認証サービスの発行の仕組み、基盤、運用  

の実績を有していること   

②国民からみてもっとも身近な行政主体であり、一般的に利便性が高いこと  

等を踏まえ、市町村を交付主体として仮定して検討を行った。（参考‥資料2）  
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鋤叫、て   

加入者を特定するための鍵となる情報（以下「鍵となる情報」という。）につ   

いては、報告書において、「案1：各制度共通の統一的な番号」「案2：カード   

の識別子」「案3：各制度の現在の被保険者番号」「案3－2：各制度内で不変   

的な番号を創設」「案4：基本4情報（氏名、生年月日、性別、住所）」の5案   

が示されているところである。  

これらの選択肢については現在詳細な検討を行っているところであるが、こ   

れまでのところ、「案4：基本4情報（氏名、生年月日、性別、住所）」につい   

ては、同姓同名同住所の例、外字の用い方による不突合等が起こる可能性があ   

ること、「案3：各制度の現在の被保険者番号」については、保険者が変わる都   

度、カードの書き換えの必要が生じること、「案3－2：各制度内で不変的な番   

号を創設」については、全ての医療保険者や介護保険者のシステム改修が必要   

となること、   

を踏まえ、さしあたり案1、酔うこととした。   

（参考：資料3）  

また、案1・案2については、番号又は識別子がカードの更新により自動的   

に変わるかどうかが基本的な違いであり、社会的な受容性などの点で違いがあ   
るものの、実際に利用する際の機能に大きな差はないと考えられることから、   

発行・鞭のとし   

て検討を行った。   

（4）珊て  
社会保障カード（仮称）を用いて年金情報等の閲覧を行う「閲覧機能」につ   

いて、報告書においては、公的個人認証サービスを活用することを検討する旨   

が記載されているが、作業班においては、「電子私書箱（仮称）による社会保障   

サービス等のIT化に関する検討会」における検討も踏まえ、上記4案に加え、   

現在の公的個人認証基盤が有する署名検証の用途に、オンライン認証の用途を   

持たせた上で、閲覧のみならず資格確認のためにも用いることについても検討   

を行った。  

この方法は、上記5案のような本人を特定する情報そのものではなく、その   

情報から生成した鍵ペアを利用する、嘩るものであり、   

ヤキュ鞭と考えられる。  

作業班においては、費用対効果を高める観点から、4情報をもとに電子証明   

書を作成している公的個人認証の発行の仕組みを活用することをベースとして   

検討を行った。  
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（参考）総務省「公的個人認証サービスの利活用のあり方に関する検討会」  

第7回資料2「オンライン認証の実現イメージ」より  

電子署名   オンライン認証   

電子署名が付された文書に、本人が  
特定の人・法人等について、その本  

その意思をもって作成した文書とし  
人等であって、なりすましでないこ  

位置づけ    て、署名・押印のある文書と同一一の  

一性格  法的効力を付するもの。併せて、電  
とを、保証する機能を提供。  

子署名の有効性を保証するための厳  

格な本人確認機能を提供。   

機器やシステム、サービスを利用す  
署名・押印が要求される電子文書（申  

るためのアクセス許可（基本的に、  
主な用途   請書類・届出書類など）のやりとり  

を伴うオンライン・オフライン手続  
電子文書のやりとりを伴わない）を  

要求するオンライン手続   

以下の脅威から手続を保護する  

効果・  ・電子文書の作成者のなりすまし   
以下の脅威から手続を保護する  

・機器やシステム、サービスの利用  
ねらい   ・電子文書の改ざん  

・電子文書の作成者の否認   
者のなりすまし  

電子署名及び認証業務に関する法律  
オンライン認証（なりすましの防止）  

法律上  
（電子署名法）上で定義が明確化さ  

れている。  
た規定は、現行法上ではなされてい  の定義  

（公的個人認証法では電子署名法上  
の定義を引用）  

※選択肢を絞り込むために、今回、仮に巾町村を交付事務取扱者とし、公的個人   
認証サービスにオンライン認証用途を持たせた上で活用すること等、以上の（1）   
～（4）を仮定した上でカード発行・交付プロセスの検討を行ったが、  

村 においてカー ド交付事務を行う  こと  （D市町  

＠公自勺個人認証サービスにオンライン認証用途を持たせること  

等、すべての仮定について、地方自治体、関係省庁の了解は得られていない。  
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3．カード発行・交付の位置づけについて   

社会保障カード（仮称）については、年金手帳・健康保険証・介護保険証の  

3つの役割を果たすとされているが、この社会保障カード（仮称）の発行・交  

付について、発行・交付時点から3つの役割を果たすためには、  カードに収録  

さ榔ける被保険者番号等とが関係付けられる必要  

がある。   

切替フロー（すでに発行されている保険証等を切り換えていく過程）におい  

ては、カード交付時に鍵となる情報と3制度における番号とが関係づけられて  

いることも可能であるが、出生時フロー（出生時等、3制度のいずれかに初め  

て加入する者にカードを交付する状態）においては、被保険者となる年齢が3  

ICカードを何らかの形で配布した上で、各制  制度で異なることを考えると、   

度の対象となる段階でそれぞれの卿と考え  

られる。  

具体的には、  

①まずは健康保険証として利用できるICカードを発行し、その後、年金手帳、   

介護保険証として利用できるようにする（健康保険証として利用できるカニ   

ドを発行する案）  

②まずは鍵となる情報を収録したICカードを発行（又は既存のICカードを   

利用）し、その後、健康保険証、年金手帳、介護保険証として利用できるよ   

うにする（先にカードを発行して後から健康保険証として利用できるように   

土星 

の2案が考えられる（それぞれにつき、一定年齢以下の者は扶養者や世帯主の  

カードでサービスを利用することとする案も考えられる）。   

出生時にまず年金手帳としてICカードを発行し、その後、健康保険証、介  

護保険証としての機能を付加していくことも考えられるが、年金手帳を交付す  

るために、国民年金の被保険者を20歳末満に拡大することが必要となり、そ  

の際、「20歳未満の被保険者が障害年金の受給要件を満たした場合に障害年金  

を支給するのか」「20歳未満の被保険者に新たに保険料の負担を求めるのか」  

といった課題があることから、さしあたり、①及び②についてさらに検討を行  

うこととした。  
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（参考：報告書より抜粋）  

6 カードの要件・機能等  

（3）加入書を特定するための鍵となる情報について  

社会保障カード（仮称）については、年金手帳、健康保険証、介護保険被保  

険者証の役割を果たすことを目指しているが、年金手帳、健康保険証、介護保  

険被保険者証を1枚のカードにし、確実に1人に1枚交付するためには、現在、  

年金、医療、介護の各制度における各保険看で管理している加入者の資格情報  

を、同一人物であることが特定できるよう、何らかの方法で関連付ける必要が  

ある。その上で、加入者を特定するための鍵となる情報をカードに収録し、そ  

の情報を利用して各加入者の資格情報にアクセスできるようにする必要がある。  

このとき、加入者の資格情報を関連付け、鍵となる情報としてカードに収録  

する情報について、技術的には、以下の選択肢が考えられる。   

案1 各制度共通の統一的な番号を利用   

・利用者は自らの番号を認識し、その番号により資格確認やサービスの利用  

が出来るようにすることが基本。   

・番号については、希望により変更を可能とすることも考えられる。   

案2 カードの識別子を利用   

・個人に番号を付与するのではなく、カードの識別子（カードを識別する記  

号等）によって、利用者を特定する。   

・カードが変わるたびにカードの識別子も変わる。   

・利用者は、通常、資格確認やサービスの利用に当たって、カードの識別子  

を意識する必要がない。   

・カードの識別子は利用者に知らせることも知らせないことも可能。   

案3 各制度の現在の被保険者番号を利用   

・現在の各制度の被保険者番号等を直接関連付けた上で、各制度の番号を全  

てカードに収録する。  

案3－2 各制度内で不変的な番号を創設し、利用  

・基礎年金番号に加え、医療保険と介護保険においても住所変更等で変化  

しない番号を設定し、それらを直接関連付けた上で、各制度の番号を全  

てカードに収録する。   

案4 基本4情報（氏名、生年月日、性別、住所）を利用   

・基本4情報をカードに収録する。  
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（参考）  

社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会 作業班開催結果  

【第1回】   

日時：平成20年3月6日（木）  15時～17時  

【第2回】   

日時：平成20年3月12日（水） 16時～18時  

【第3回】   

日時：平成20年3月19日（水） 13時～15時  

【第4回】   

日時：平成20年3月25日（火） 15時～17時  

【第5回】   

日時：平成20年4月3日（木）  16時～18時  

【第6回】   

日時：平成20年4月10日（木） 15時～17時  

〔作業班構成員〕（敬称略）  

おなやたけし 御魚谷 武  
保健・医療一福祉情報セキュアネットワーク基盤普及  

促進コンソーシアム（HEASNET）事務局次長   

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）情報セキュリ  

ティ分析ラボラトリー準備室長   

保健医療福祉情報システム工業会（JAHIS）医療  

ソフトウェア安全性検討プロジェクト委員長   

東京工業大学統合研究院ソリューション研究機構イノベ  

ーションシステム研究センター特任教授  

こまつあやこ  

小松 文子  

はしづめあきひで  

橋詰 明英  

ほんまゆうじ  

本間 祐次  

やちだますよし  

谷内田 益義  保健医療福祉情報システムエ業会（JAHIS）  

ICカードシステム専門委員会専門委員長   

東京大学大学院情報学環准教授  
やまもとりゆういち 山本 隆一  
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カードの交付主体3藁の比較について（作業班検討メモ）  

案1：市町ヰ   案2：医療保険者   
案3：年金保険者   

としての国   

既に住基カードや  

人認証サービス発  場合、カードを事業主経由   べて、統一的な運用が容   
組み・基盤を有して  で交付することとすれば、   易と考えられる。  

別の窓口に出向く必要が   統一的なセキュリティ  

転入届、婚姻届、出  なく、便利。   環境を構築できる可能   

市町村への届出機  性が高い。   

く、また、医療保険  
金保険者と比べて  

数が多いことから、  
にとっては一般的  

性が高い。  

市町村窓口での対  

る本人確認が可能。   

○被用者保険の被保  

とっては、別途、市  に二重加入している場合   べて窓口の数が少ない   

ロに出向かねばな  があるため、カードを二重   ため、利便性が悪い。  

ため、必ずしも便利  交付するおそれがある。   
い。  ○年金保険の被保険者や   

は、被扶養者の厳格な本人   受給者でない者につい  

○統一的な取扱やセ  確認ができないため、被扶   ては、郵送もしくは新た   

ティ環境を確保す  養者にカードを二重交付   に事業主や市町村に交   

ができるかどうか。   するおそれがある。  付の委託を行う必要が  

ある。  
○公的個人認証サービスを  

活用する場合には、別途、    ○公的個人認証サービス  

市町村窓口に出向く必要   を活用する場合には、別  
がある。  途、市町村窓口に出向く  

必要がある。  

○統一的な取扱やセキュリ  

ティ環境を確保すること  

ができるかどうか。  

案1：市町村  

○  

人認証サービス発行 

阻み・基盤を有して 

○  

市町村への届出機会 

く、また、医療保険 
メリット  

金保険者と比べて窓 

致が多いことから、 

「ことっては一般的に 

性が高い。  

○  

る本人確認が可能。  

被用者保険の被保 

とっては、別途、市 

ロに出向かねばな 

ため、必ずしも便利 

い。  

統一的な取扱やセ 

ティ環境を確保す 

ができるかどうか。  



ための鍵となる情報の選択肢の比掛こついて（作業班検討メモ）  加入者を特定する  

案1：制度共通の   
案2十オ≠二ゆ評御難 

畢3・；名卿廣野項寒中 凍寧十字・ 
案4：基本4情報  

統一的な番専  顧締結郵軒   不変的な番号   

○住所・氏名の変更、保険者  
○住所・氏名の変更、保険   の異動があった場合でも、  ○現行制度を変更するもの  ○年金、医療、介護の各の  O「番号」を用いないこと  

者の異動があった場合  個人を特定しやすく、ま  ではないので、いわゆる国  制度内だけで使われる番  から、いわゆる国民総背  
でも、個人を特定しやす  たIC≠ップの情報を書  民総背番号制や番号によ  号なので、案1と比べる  番号制や番号による個人  
く、また、ICチップの   る個人情報のマッチング  と社会的受容性は高いの  情報のマッチンクが行わ  

情報を書き換える必要  が行われるとの懸念は、案  ではないか。   れるとの懸念は、案1と  

がない。  ○個人ではなくカードに付   1と比べると小さいので   比べると小さいのではな  

いているものなので、案1  はないか。  ○医療保険、介護保険にお  いか。  

○番号を本人も識別でき  いては、保険者を変わっ  
メリット  る形とした場合、オフラ  ても、この番号で個人を  

イン時でもこの番号で  特定することができる。   

資格確認等を行うこと  

ができるようにするこ  

とが可能。   る形とした場合、オフライ  

ン時でもこの識別子で資  

格確認等を行うことがで  

きるようにすることが可  

能。  

○いわゆる国民総背番号  ○カードが変わる度に識別   
○被保険者番号が変わる度   

○全ての医療保険者や介護  04情報が一致する他人が  

制や番号による個人情  子も変わるので、資格情報  に カードの】Cチップ内   保険者のシステム改修が  存在する可能性がある。  
報のマッチングが行わ  を関連付けする機会が案  ヽ 情報の書き換えなどが必   必要となる。  

れるとの懸念が生じう  1よりも多い。  
要。  ○外字の扱いが異なるシス  

る。  テム間で、同一人物でも  
○カードの識別子の管理を   ○将来、サービス追加時に新  一致しない場合がある。  

○新たな番号付番一管理の  統一的に行う仕組みが必  たな番口等をカードのⅠ   
ICチップに書き込む必  

課題  
仕組みを構築する必要  要。   Cチップに書き込む必要   

要が生じる。   
○住所異動、氏名変更の度  

がある。   が生じる。   に、カードのICチップ  
○個人情報保護の観点から  ○新たな番号については、  

の重き換えや資格情報の  
○個人情報保護の観点か  は、識別子の目的外利用を  個人情報保護の観点から  Eヨ 関係付けが必要。  

らは、番号の目的外利用  禁止する等の措置が必要  は、番号の目的外利用を  

を禁止する等の措置が  禁止する等の措置が必要  

必要と考えられる。   と考えられる。  



冒組別  

検討資料1：カードの発行■交付方法の概念図（案）  

（出生時フローについて）  

○鮎市町村を交付事務取扱者とし、公的個人認証サービスにオンライン認証の用途を持たせ   
ることとして検討を行った。  

○出生後初めてカードを交付する場合（出生時フロー）として、   
「健康保険証として利用できるカードを発行する案（P．1■2）」と   
「先にカードを発行して後から健康保険証として利用できるようにする案（P．3・4）」   
について検討を行った。  

○それぞれにつき、利用者の利便性向上の観点等から、医療保険の被扶養者届を市町村で受け   
付ける案（P．2・P．4）について検討を行った。  

○両案の共通事項として、20歳到達時等の年金手帳としての機能の付加方法   
（P．5・6）について検討を行った。  

○仮に、カード発行時に併せて、交付対象者からの申請に基づき、オンライン認証の用途を持たせた   
公的個人認証サービスの電子証明書の発行を受ける場合として資料を作成したが、カード交付後   
に必要に応じ、電子証明書の発行を申請する場合や、そもそも電子証明書を用いない場合もある。   



①＝健康保険証として利用できるカードを発行する案  
（出生時フロー）  

pl生まれた子供の医療保険被扶養者届を医療保険者に提出する場合  

p2生まれた子供の医療保険被扶養者届を市町村に提出する場合   



＜医療保険者に被扶養者届を提出する場合＞  ①：健康保険証として利用できるカードを発行する案   
▼◆ 
ヽ   

＿＿＿＿＿－－－－－－－－－－－－－■－－－－■‾‾‾‾‾ l  

発行責任者  

（厚生労働大臣）  
健康保険証の発行を委託  

⑦送達された  

情報を収録  

⑥厚労大臣を経由して、  
発行DBに4情報＋医療  

保険の被保険者番号を   

送達  

発行DB  
医療保険者  都道府県知事  

⑧カード発行  

○制度統一的な  
番号又はカード  

識別子を用いる  

場合には発番  

③被扶養者認定を   

行い、付番。  

⑩公的個人認証の  

電子証明書（※）を発行   ④被扶養者の情報  

（4情報＋医療保険の  

被保険者番号）を送達  

課題：どのような形で送達するか  

○一度被保険者に証明書を交付   

し、それを市町村に持参してもら  

交付事務取扱者   

（市町村）  

台 帳上の4情報   ⑤住基  

と一致するか確認  

（存在確認）  

04情報が一致しない場合は  

医療保険者にエラーが返る  

⑨公的個人認証の電子証明書   

（※）発行の申請を送付  

※オンライン認証用途を持たせたもの  
うという方法も考えられる。  

＝■■＝＝＝…■…＝…＝…………………■…………………………－………………■…………＝＝＝＝＝■＝  ●●  

l■■■T■■■■■■■■■■■■■t■■■t■■■■■■■t■■■■■■t＝■■■t  

⑪電子証明書を載せ   

てカードを交付  

①出生届提出（市町村長宛）  

①公的個人認証の電子証明書（※）   

の発行申請提出（都道府県知事宛）  課題：郵送が   

可能かどうか  

の 被扶養者届  ②生まれた子供  

（住民票と同じ4情報を記載する   

ことを求める。）を提出  
課題＝現行の被扶養者届の記載欄のうち、配偶者である被扶養者1   の記載がない   

以外の被扶養者欄には住所情報   

交付対象者  

（被保険者・被扶養者）  
＿＿＿＿－－◆二交付対象者による行動  



①：健康保険証として利用できるカードを発行する案 ＜市町村に被扶養者届等を提出する場合＞  

2   



②＝先にカードを発行して、後から健康保険証とし   
て利用できるようにする案（出生時フロー）  

p3生まれた子供の医療保険被扶養者届を医療保険者に提出する場合  

p4生まれた子供の医療保険被扶養者届を市町村に提出する場合   



②先にカードを発行して後から健康保険証として利用できるようにする案                                                                         ノrr 鐘≡JITtnノヽ 
．－kI＿▲J†⊥＿L圭．立  

を提出する場合＞   こ被扶養者届  ＜医療保険者l  



②先にカードを発行して後から健康保険証として利用できるようにする案  
＜市町村に被扶養者届等を提出する場合＞  

発行責任者  

（厚生労働大臣）  
⑨厚労大臣を経由して、発行DBに   

医療保険の被保険者番号＋4情報  

（制度統王的な番号又は力≡ド識別子）   

を送達  

カードの交付  

事務を委託  ⑩医療保険の   

被保険者番  

号を収録  

医療保険者  都道府県知事  発行DB  

②カード取得申請書を   

4情報を確認の上、   
送付   

④カード発行  

○制度統一的な  

（診被扶養者認定を   

行い、付番。  
⑬交付完了   

の登録  ⑥公的個人認証の  

電子証明書（※）を発行  

番号又は力t  
識別子を用い  

場合には発番  

交付事務取扱者   

（市町村）  ⑤公的個人認証の電子証明書   

（※）発行の申請を送付  

L ※オンライン認証用途を持たせたもの  
●●●■＿＿＿＿＿＿＿＿＝＝t■■■＝＝＝■＝■t■■＝t＝＝■▼ll■＝■■▼■＝11■‖＝■  

（∋被扶養者届を   

医療保険者に送達  
．．…‥．…．．．．．．‖．‖………．‖．‖．．．．．…ノ  

○制度統一的な番号又はカード識別   

子を用いる場合にはそれを添える、   

もしくは4情報を記載する。   

課題：どのような形で送達するか  

：当該医療保険者に属していな   
かった場合どうするか。  

：医療保険者が手1iリ度統一的な   

番号やカード識別子を有する   

ことを可能とするかどうかこ、  

①出生届提出（市町村長宛）  

①力一ド取得申請書提出（発行責任者宛）  

①公的個人認証の電子証明書（※）   

の発行申請提出（都道府県知事宛）  

①生まれた子供の被扶養者届提出  

⑫電子証明書  

を載せてカード   

を交付  

（医療保険者宛）   

課題：被扶養者届を市町村で受け  
付けることが可能かし．  

ーー＝＝＝芦：交付対象者による行動  

①（音字）：前ページとの違い  
交付対象者  

（被保険者・被扶養者）  4   



年金手帳としての機能の追加方法  
（両案共通・出生時）  

P5 20歳未満で就職して年金に加入する場合  

P6 未就職で20歳に到達して年金に加入する場合   



年金手帳としての機能の追加方法（20歳未満で就職した場合）   

発行責任者  

（厚生労働大臣）  
④厚労大臣を経由して、発行DBに   

基礎年金番号＋4情報（又は制度統一   

的な番号、カード識別子、それまで加入   

していた医療保険の被保険者番号）を送達  
．⑤送達された  

情報を収録  

年金保険者  
発行DB  

③基礎年金番号を   

付番  

事業主  
②資格取得届（4情報  

（又は制度続一的な番号、   

カード識別子、それまで加入   

していた医療保険の被保険  

者番号）を記載）を提出  
●  

◆●●●■＝   

課題：カードの読み取り環境を  

整えることができるか  

課題：それまで加入していた  

医療保険の被保険者  

番号を年金保険者を  

経由させることは可能か。  

●  

● ●◆  

■■t■■■■t■■●■■■■暮■■■■■■■■■t＝＝■■■■■■■＝＝■■■■●■1■■■■■■■■■■  

申請方法  ①資格取得の  

案1‥カードを提示  申請  

案2：4情報を記載  

案3：4情報十それまで加入していた   

医療保険の被保険者番号を記載  
案4：制度統一的な番号又はカード  

③’基礎年金番号   

を通知  

しを出   対象者  
＝＝＝＝＝丁サ：交付対象者による行動  

（被保険者一被扶養者）   



年金手帳としての機能の追加方法抹就職で20歳に到達した場合）  

＝＝＝＝＝－ナ：交付対象者による行動  

（被保険者・被扶養者）  6   




